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訪問看護事業所における在宅人工呼吸器装着
患者への災害対策支援の実態調査

小平　裕子
栃木県県南健康
福祉センター

難病・障害の医
療と福祉
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２
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舟迫　香
栃木県中央児童
相談所

親子保健・学校
保健

86

栃木県摂食障害支援拠点病院での小児・思春
期患者への対応

加納　優治

15:10

５
栃木県内における最新の歯科保健に係る報告
－令和６年歯科疾患実態調査の結果に関する
観察研究－

岩﨑  理浩
栃木県 健康長
寿推進課

口腔保健 95

15:20

４
精神保健福祉センターにおける若年者を対象と
した自殺対策事業「スキルアップTeens＋」の取
組報告

横地　信矢
栃木県精神保健
福祉センター

精神保健福祉 92

98６

15:30

101

15:40

高齢者・小児結核患者事例～家族内感染事例
から学んだ保健師としての在り方～

齋藤　沙織 宇都宮市保健所 感染症

７
住民健診における肝炎ウイルス検診の実施状
況報告

川島　遥香
栃木県保健衛生
事業団

感染症

107

⑧
鹿沼市における乳幼児二次健康診査の実態把
握

塚原  桃子

⑨
保健学科卒業生（卒後1～5年目）の就業継続意
思及び保健師として業務上必要な能力の認識
について

梅山  典子
栃木県立衛生福
祉大学校

公衆衛生従事
者育成

栃木県 地域福
祉課

親子保健・学校
保健

104
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訪問看護事業所における在宅人工呼吸器装着患者への災害対策支援の実態調査 

 

研究者 県南健康福祉センター  ○小平裕子 小島礼枝 塩島愛尋 上原朋也 

                 片根明子 長野泰恵 大原智子 

             栃木健康福祉センター   味戸遥香 多賀谷邦子 

             栃木市こども家庭センター 臼井彩香 越沼理衣 

             小山市子育て家庭支援課  大手奈緒子 

             壬生町健康福祉課     柏渕仁志 

助言者 自治医科大学       小佐見光樹 笹原鉄平 

栃木県感染症・疾病対策課 若林奈々恵 

栃木県医薬・生活衛生課  鈴木敦 

 

１ 背景 

災害時要配慮者に対する支援として、市町で

は災害対策基本法に基づき、災害時個別避難計

画を策定している。中でも衛生材料や電源等の

確保、避難先の調整等に支援が必要である在宅

人工呼吸器装着患者は、県健康福祉センター等

において、指定難病・小児慢性特定疾病の医療

費助成受給者について支援台帳整備や、災害時

個別支援計画を作成している。 

しかし、指定難病・小児慢性特定疾病以外の

背景から人工呼吸器装着に至る場合もあり、県

や市町では管内にいる在宅人工呼吸器装着患者

の全数を把握できていない可能性がある。 

そこで、在宅人工呼吸器装着患者の多くが訪

問看護を利用していると推測されることから、

訪問看護事業所を対象とした調査を実施するこ

とで、全体像の把握ができるのではないかと考

えた。 

２ 目的 

管内の訪問看護事業所における、在宅人工呼

吸器装着患者への災害対策に関する支援状況を

把握し、必要とする全ての患者に支援を提供で

きる体制の構築にむけた連携について考えるこ

とを目的に、調査を実施した。 

３ 方法 

調査票は、Microsoft Forms を使用して作成

（全 23 問）。管内の全 49訪問看護事業所を対象

に、メールおよび郵便で調査票の二次元コード

を掲載した依頼通知を送付した。調査期間は令

和７(2025)年 10 月６日～10 月 15 日とし、期間

内に回答のなかった事業所に対しては、電話に

て督促を行った。 

 

４ 結果 

利用者に在宅人工呼吸器装着患者はいないと

電話で回答のあった６事業所を含め、45 事業所

から回答が得られた（回答率 91.8％）。 

（１） 事業所の基本情報 

回答の得られた事業所の市町別内訳は表１の

とおり。従事者数 10 人以下の事業所が、全体の

約７割であった（表２）。 

 事業所開設からの年数をみると、開設後５年

未満と回答したのが 19事業所（51.4%）と約半

数であった（表３）。 

 

表１ 市町別事業所数（N=39） 

市町名 事業所数 市町名 事業所数 

栃木市 18 小山市 16 

下野市 5 上三川町 3 

壬生町 5 野木町 2 

 

表２ 従事者数別事業所数（N=39） 

従事者数 事業所数 割合 

5 人以下 9 23.1% 

６～10 人 18 46.2% 

11～15 人 8 20.5% 

16 人以上 4 10.3% 

 

表３ 事業所開設からの年数（N=37） 

開設後の年数 事業所数 割合 

５年未満 19 ５１．４％ 

５～10 年 ７ 18.9％ 

11～15 年 ３ ８．１％ 

16～20 年 １ ２．７％ 

20 年以上 ７ １８．９％ 
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（２） 在宅人工呼吸器装着患者数 

現在、利用者の中に在宅人工呼吸器装着患者

がいると回答したのは 14事業所（31.1％）、患

者数は 50人で、うち県南地域の患者数は 38人

であった（図１）。 

 
図１ 利用者のうち在宅人工呼吸器装着患者の 

有無（N=45） 

在宅人工呼吸器装着患者を支援している事業

所の従事者数と患者数について図２に、事業所

の開設年と患者数について図３に示した。事業

所の従事者数や開設年によって、事業所が支援

している在宅人工呼吸器装着患者数に影響はみ

られなかった。 

 
図２ 従事者数と人工呼吸器装着患者数 

（N=14） 

 

図３ 開設年と人工呼吸器装着患者数（N=14） 

（３） 災害時の備えに関する支援について 

個別避難計画・個別支援計画（以下「計画」

という）を知っていたのは 22事業所(56.4％)、

計画を知っている、かつ利用者の計画策定状況

も把握していたのは８事業所(20.5％)であっ

た。在宅人工呼吸器装着患者を支援している 14

事業所のうち、13事業所が計画について知って

いたものの、７事業所は利用者の計画策定状況

を把握していなかった（図４）。 

 
図４ 計画の認知状況および策定状況把握の 

有無と人工呼吸器装着患者への支援状況 
（N=39） 

 利用者に対して、災害時の備えに関する助言

を行っていたのは 33 事業所(84.6％)。助言内容

は、安否確認の方法や備蓄物品の確認、電源の

確保、避難する場所やタイミング、経路の確認

の順で多かった（図５）。 

 
図５ 災害時の備えに関する助言内容（N=33） 

 行政と地域の支援者が連携して在宅人工呼吸

器装着患者に対する支援を行う体制を構築する

ため、行政に求める支援については、電源の貸

し出し、災害支援マニュアルの策定、避難所の

医療機器利用環境の整備の順に多かった（図

６）。 

 

図６ 支援体制構築のため行政に求める支援 
（N=39） 

５ 考察 

（１）在宅人工呼吸器装着患者数 

県健康福祉センターで把握している県南地域

の指定難病・小児慢性特定疾病医療費助成受給
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者のうち、人工呼吸器装着患者は 29 人（指定難

病 22人、小児慢性特定疾病７人）であり、調査

結果の 38人より少なかった。同一患者に対し

て、複数の事業所が支援していることも考えら

れるが、行政が把握しきれない在宅人工呼吸器

装着患者に対して支援を提供できる体制を整え

るためには、訪問看護事業所との連携が必須と

考える。 

（２）災害の備えに関する支援 

訪問看護事業所から利用者に対して、平時か

らの備えとして助言を行っていることが明らか

になった。しかし、人工呼吸器装着患者を支援

する事業所の中にも、利用者の計画策定状況を

把握していない事業所や、計画そのものを知ら

ない事業所があった。県健康福祉センター等が

計画を策定する際、訪問看護事業所と情報共有

をしているが、全ての事業所が関わっているわ

けではないため、計画について知る機会がなか

った可能性がある。今後、新たに計画を策定す

るときや、現在策定済みの計画の情報を更新し

ていく際に、訪問看護事業所と連携して取り組

むことにより、事業所に対する計画の周知が可

能とともに、計画策定を通じて災害支援におけ

る課題を共有することができ、課題解決に向け

た具体的な取り組みにつながると考える。 

（３）行政に求める支援 

行政に求める支援として、災害支援マニュア

ルの策定を求める意見が最も多かった。県では

「災害時における在宅人工呼吸器装着難病患者

支援マニュアル」を作成し、関係機関との役割

分担や支援内容等を定めているが、訪問看護事

業所に認知されていないことが示唆された。令

和８年にマニュアルが改正されたことを踏ま

え、改めて訪問看護事業所に対して計画及びマ

ニュアルの周知を行う必要があり、開設後５年

未満の事業所が約半数を占めることから、定期

的に周知する機会を持つことが必要と考える。 

県健康福祉センターでは、難病患者を支援す

る関係機関を対象に、資質向上を図るため研修

会を実施している。訪問看護事業所の職員も対

象となっているため、周知を行う機会として活

用していきたい。 

電源の確保や避難所の整備については、市町

の日常生活用具給付事業における非常用電源装

置の追加、災害時に福祉避難所となる社会福祉

施設における非常用自家発電設備の整備等が考

えられる。調査の結果から、ニーズの高かった

ものから対応できるよう、担当者会議等におい

て各市町の取り組みを共有しながら、地域全体

で支援体制を構築していきたい。 

６ 結論 

今回の調査により、管内の在宅人工呼吸器装

着患者の概数や、訪問看護事業所における支援

状況を把握することができた。今後、県健康福

祉センター・市町・訪問看護事業所が情報共有

しながら計画の策定を進め、県南地域における

災害時の支援体制を整えていきたい。 
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妊婦健康診査未受診事例における飛び込み出産・墜落分娩の背景要因の検討 

    中央児童相談所  ○舟迫 香 、小貫 泰広、塚原 誠、 

岩瀬 昌一、坂本 恭男、佐山 恵子 

 

１.背景 

全国の児童相談所における令和 5 年度の児

童虐待相談対応件数は、225,509 件（前年比

10,666 件増）、本県では 1,745 件（前年比 118

件増）であり、過去最多となった 1)。また、こ

ども虐待による死亡事例 44 例のうち、出生当

日に発生したのは 16 例で、死亡した子どもの

妊娠期の問題は、妊婦健診未受診 27.5％、望

まない妊娠 22.8％、若年（10代）妊娠、母親

の精神疾患等が報告されている 2)。これらの事

例では、妊娠期から孤立し、支援につながっ

ていない状況が指摘されている。 

一方、本県の妊娠届総数は令和 5 年度には

10,306 件と減少傾向で、11 週以内の届出割合

は 95.7％（図１、令和 5年度）と上昇傾向だ

ったが、満 20週以降の届出割合は横ばいだっ

た 3)。特に分娩後の届出については、0.1％前

後で推移しており（図２）、妊娠期に医療的管

理をされないまま出産する妊婦が一定数存在

する。しかし、妊婦健康診査未受診のまま飛

び込み出産や墜落分娩に至る具体的な背景要

因については十分明らかにされていない。 

 

２.目的 

妊婦健康診査未受診のまま飛び込み出産・

墜落分娩に至った事例の背景要因を明らかに

し、未受診妊婦への支援のあり方を検討す

る。 

３.方法 

(1)対象 

令和 6年 4月 1日から令和 8年 3月 31 日

までに、医療機関から重度ネグレクトとし

て通告され当所で対応した妊婦健康診査未

受診かつ飛び込み出産・墜落分娩事例 22 例 

 (2)方法 

虐待通告受理票等を用いた後ろ向き記録

調査とし、記述統計により分析した。 

なお、調査にあたっては個人が特定され

ないよう倫理的配慮を行った。 

(3)用語の定義 

 ①飛び込み出産 

妊婦健康診査未受診かつ分娩直前で初

めて医療機関を受診し出産した事例 

 ②墜落分娩 

妊婦健康診査未受診かつ医療機関以外

の場所で出産した事例  

 

11週以内

95.68%

12週～19

週

3.14%

20週～27

週

0.78%

28週以上

0.35%
分娩後

0.05%

図１ 令和5年度栃木県における

妊娠届出週別割合

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

割
合
（

）

年度
図２ 妊娠届出週数別割合

（妊娠届出12週以降、H27～R6年度）

12週～19週
20週～27週
28週以上
分娩後

% 
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４.結果 

(1)母の状況 

 ①年齢階級（図３） 

母の平均年齢は 26.5 歳（最小値 18、最

大値 41、中央値 24.5）で、年齢階級別で

は 20～24 歳が 8 例と最も多く、若年（20

歳未満）は 2 例だった。 

初産の平均年齢は、22.7 歳（最小値

18、最大値 30、中央値 23）で、経産の平

均年齢は 30.4 歳（最小値 19、最大値

41、中央値 33）だった。 

②妊娠の自覚（図３） 

  妊娠を自覚していたのは 16 例、自覚し

ていなかったのは 6例で、その理由は妊

娠前から不定期月経があったことや妊娠

初期症状がないことが挙げられた。妊娠

自覚例のうち、祖父母などの親族と同居

していたのは 8例だった。 

③婚姻の有無 

出産時、未婚 15 例、既婚 7 例だった。 

④出産経験 

初産 11 例、経産 11例であり、経産婦

のうち 3 例に過去の飛び込み出産・墜落

分娩があり、児童相談所あるいは市町村

による支援歴があった。 

⑤障害（精神・知的） 

  精神障害有は 1例、知的障害有は 1例

だった。いずれも、妊娠期間中に精神科

医療や福祉サービスの利用はなかった。 

⑥生活背景（複数回答） 

経済的困窮 10例、家庭内不和 7例、外

国人 4例（全て東南アジア系）であっ

た。家庭内不和は、父方親族と同居 2

例、母方親族と同居 5 例だった。 

(2)分娩の状況 

 ①分娩種別 

分娩は飛び込み出産 16例、墜落分娩 6

例（自宅 5例、救急車内 1 例）だった。

墜落分娩となった事例のうち、居住地が

無医地区等の地理的要因はなかった。 

②在胎週数（推定含む、不明除く） 

平均 37.6 週（最小値 31、最大値 41、

中央値 38）で、早産（37週未満）は 5 例

だった。 

③分娩種別と在胎週数（図４） 

早産（37週未満）5例のうち、飛び込

み出産は 4例、墜落分娩は 1 例だった。 

④在胎週数と出生時体重（図５） 

平均 2,820g（最小値 1,740、最大値

3,810、中央値 2,910）で、低出生体重児

（2,500g 未満）は 4 例だった。 

⑤児の疾患 

疾患有と診断されたのは１例で先天梅

毒等複数の合併症があった。 

  ⑥出生順位 

 第 1子は 11例、第 2子は 5 例、第 3 子

は 2 例、第 4 子は 2例、第 5 子は 1例、

第 10子は 1 例だった。 
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５.考察 

(1)母の背景要因 

本研究では、初産婦の平均年齢が 22.7 歳

と全国平均 31.0 歳 4)と比較すると 7.3 歳低

く、社会経済的基盤が未熟な段階での妊娠

が多いことが示唆された。さらに未婚割合

が高く、経済的困窮や家庭内不和など複数

の社会的困難が重複していた。 

妊娠未自覚例では、不定期月経や症状の

乏しさに加え、妊娠に関する知識や健康意

識の不足が一因として関与している可能性

がある。また、妊娠自覚例では、親族と同

居している場合でも家庭内不和等のため妊

娠を打ち明けられない状況がみられ、家庭

内における孤立の存在が示唆された。 

さらに、過去に支援歴がありながら同様

の事象を繰り返した事例が認められ、現行

支援の継続性や介入時期に課題があること

が示された。 

(2)医療的介入の必要性 

対象事例では、早産や低出生体重児、先

天梅毒等、妊娠期に適切な医療的管理が必

要であったにも関わらず、妊婦健康診査未

受診のまま分娩に至っていた。特に先天梅

毒児は妊娠期の検査・治療により予防可能 5) 

であるが、本事例のように未受診によりそ

の機会が失われていた。 

６．結論 

本研究により、妊婦健康診査未受診のまま

危険な分娩に至る背景には、社会経済的困

難、家庭内孤立、未婚、外国人等の複合的要

因が関連していることが示唆された。また、

支援歴がありながら再発する事例もあった。 

これらのことから、妊娠初期以前からの啓

発を含むプレコンセプションケアの推進、妊

娠の早期把握に向けたアウトリーチ支援、外

国人を含む多様な対象への医療・相談アクセ

ス向上、並びに周産期医療と母子保健・児童

福祉の連携強化が必要である。 
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栃木県摂食障害支援拠点病院での小児・思春期患者への対応 

    栃木県摂食障害支援拠点病院 ○加納 優治 1） 田崎香澄 2） 今高城治 1） 

白石秀明 1） 古郡規雄 2） 

1）獨協医科大学 小児科学 2）獨協医科大学 精神神経医学講座 

 

はじめに 
摂食障害は、やせ願望や肥満恐怖などの精神

症状のみならず、低栄養、体重減少、徐脈、電

解質異常、成長障害などの身体合併症を伴う疾

患であり、早期から身体管理と心理社会的支援

を並行して行う必要がある。特に小児・思春期

症例では、成長発達への影響が大きく、本人だ

けでなく家族を含めた支援体制の構築が重要で

ある。近年、COVID-19 流行後を中心に小児・思

春期の摂食障害患者は増加しており、一般小児

科医が診療に関わる機会も増えている。 

獨協医科大学病院は、2024 年 4 月に栃木県摂

食障害支援拠点病院に指定された。当院では、

小学生・中学生を中心とした小児・思春期の摂

食障害患者について、主に小児科が診療を行っ

ている。一方で、当院には児童精神科医やこど

ものこころ専門医の常勤医師は不在であり、限

られた医療資源の中で、精神科、心理士、看護

師、院内学級、地域関係機関との連携を模索し

ている。本稿では、(1)当院小児科における小

児・思春期摂食障害患者の診療状況、(2)家族会

の開催・アンケート調査、(3)相談体制および多

職種・地域連携について報告し、栃木県におけ

る摂食障害支援拠点病院の役割と今後の課題を

検討する。 

 

(1) 当院小児科における小児・思春期摂食障害

患者の診療状況 

2020 年 1 月から 2025年 12 月までの 6年間

に、当院小児科で診療した高校生以下の摂食障

害・摂食不良患者を対象に後方視的検討を行っ

た。診療録をもとに、病型、年齢、性別、標準

体重比、入院の有無、薬物療法、胃管挿入の有

無、心理士介入、転帰などを検討した。 

同時期に当院小児科で診療した摂食障害・摂 

 

食不良患者は 69名であった。そのうち、同一小

児科医である筆者が診療した 62名から、クロー

ン病であった 1名を除外した 61名を検討した。

病型は、神経性やせ症（AN）32名、回避・制限

性食物摂取症（ARFID）27 名、その他 2名であっ

た（図 1）。その他の 2名は、基礎疾患（腎疾

患）に対するプレドニゾロン内服に伴う副作用

忌避により摂食制限・体重減少をきたした症例

であった。年次推移では、2020 年から 2022 年ま

では年間 3〜5名程度であったが、2023 年以降増

加し、拠点病院となった 2024 年は 13名、翌

2025年は 26 名であった（図 2）。 

 

性別は、女性 53名、男性 6名、トランスジェ

ンダー男性 1名、トランスジェンダー女性 1名

であった（図 3）。年齢分布は 12歳が最も多かっ

たが、7 歳から 16 歳まで幅広い年齢層であった

（図 4）。 

 

ANおよび ARFID の 59名の検討（表 1）では、

ANは全員が女性（トランスジェンダー女性を含

む）であった一方、ARFID は男性も一定数認めら

れた。初診時年齢は中央値 12.9歳、標準体重比

（最小時）は中央値 76.3％であった。体重増加
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目的の入院は 26 名(44％)に行われ、AN 17 名

(53％)、ARFID 9名(33％)であった。心理士の定

期介入は 13名/59名(22％)であったが、2024 年

以降は 2名/39名(5％)のみであった。SSRI は 10

名に使用され、いずれも ARFID であった。胃管

挿入は 6 名に行われた。 

 
2026年 6月時点で全体の寛解は 58 名/61名

(95％)であった。ANでは 29名/32名(91％)が寛

解、ARFID では 27 名全員が寛解していた。ただ

し、完全寛解は全体で 29名/61名(48％)であ

り、体重回復後も心理面や食行動の課題を残す

症例が少なくなかった（表 2）。 

 

当科での治療は、初診時に 1〜3時間かけて鑑

別診断、疾病教育、栄養指導を行うとともに本

人・家族との関係構築を重視している。ANは外

来では家族療法的対応を中心に、月 1.5kg 以上

の体重増加を目標としている。入院では行動計

画表や胃管挿入ルールを用いている。ARFID で

は、不安への対応として認知行動療法(CBT)的絵

本の紹介、マインドフルネス深呼吸の指導のほ

か必要に応じて SSRI を使用している。心理士の

定期介入は当初は半数ほどあったが、2024 年以

降は主治医による支持的精神療法と家族支援を

中心に行い、必要に応じての心理士介入として

いる。入院中は院内学級と連携し、治療中の学

習継続や学校復帰に向けた支援も行っている。 

 

（2）家族会の開催・アンケート調査 

当院小児科では、当科フォロー中の神経性や

せ症患者の家族（親）を主な対象として、家族

会を 2024 年から不定期に開催している。毎回 5

〜7家族が参加し、2026年に開催した第 4回お

よび第 5回家族会には、ピアサポーター（当事

者および当事者家族）も参加した。 

第 4回および第 5回の家族会では、アンケー

ト調査を実施した。会全体の満足度について、

第 4回は 10名全員、第 5回も 7 名全員が 5 段階

評価で「5（満足）」と回答した。また、第 5回

で調査した栃木県全体での小児摂食障害家族会

の立ち上げについても、7 名全員が希望した。 

 

（3）相談体制および多職種・地域連携 

摂食障害支援拠点病院の活動の一環として、

窓口相談や研修会実施の状況、小児科と精神科

との合同カンファレンス、多職種・地域連携の

状況について整理した。 

相談窓口を開設した 2025年 1月から 2026年 3

月までに新規相談が 108 件あり、そのうち中学

生以下に関する相談は 21件(19％)であった。相

談内容は、受診先の選定、身体管理、家族支

援、学校生活の助言など多岐にわたった。 

教育機関や保健センターに対して、摂食障害

の研修や症例検討会を行った。とくに学校関係

者への研修は、早期発見・早期相談につながる

可能性があり重要と考えられる。 

院内の小児科・精神科合同カンファレンスは

拠点病院化に先立ち 2023 年度から年 4〜6回の

頻度で行われ、これまでに 16 回実施している。 

また栃木県内において、2021 年 12 月に「栃木

県こどものこころ研究会」が発足した。本研究

会は、当初、COVID-19 流行後に急増した小児の

摂食障害への対応を県内で共有することを目的

として、筆者が中心となり立ち上げた。その

後、対象は摂食障害に限らず、不登校、自傷、

希死念慮、発達特性、親子関係など、小児・思

春期のこころに関わる幅広い課題へと広がって

いる。参加者は小児科医、児童精神科医、精神

科医、心理士、看護師など多職種で構成され、

2026年時点でメーリングリスト登録者は 120名
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を超えている。これまでに約 30回開催し、主に

Web 形式で症例検討やミニレクチャーを行ってき

た。診療科や施設を越えた相談関係を構築する

ことで、小児・思春期精神保健に関する地域課

題を共有し、早期対応、適切な紹介、多職種連

携につなげる場となっている。 

摂食障害診療においても、本研究会は栃木県

摂食障害支援拠点病院の活動と連携しながら、

県内の小児科、精神科、心理職、看護師、ソー

シャルワーカーとの情報共有や多職種連携を支

える基盤の一つとなっている。今後も症例検討

や教育活動を継続し、摂食障害を含む小児・思

春期のこころの問題に対する地域ネットワーク

の充実を図っていきたい。 

 

考察と今後の課題 

当院小児科で診療した小児・思春期の摂食障

害・摂食不良患者は、2023 年以降に増加し、

2024 年 4 月の拠点病院指定後も多くの症例を経

験していた。小児・思春期の摂食障害では、低

栄養や体重減少による身体合併症に加え、成長

発達、学校生活、家族関係への影響が大きい。

そのため、身体管理に習熟した小児科医が早期

から関与し、本人と家族に疾病理解を促しなが

ら治療を進める意義は大きいと考えられた。 

本検討では、体重増加目的の入院を要した症

例が 44％に認められた一方、半数以上の症例で

外来診療のみで寛解が得られていた。特に神経

性やせ症では、家族を治療資源と位置づけてい

る家族療法的対応を行うことが重要である。回

避・制限性食物摂取症では、やせ願望や肥満恐

怖を伴わず、不安、感覚過敏、食への無関心な

どが背景となる症例が多く、神経性やせ症とは

異なる説明と支援が必要であった。 

一方で、完全寛解は全体の約半数にとどま

り、体重回復のみでは十分とはいえない症例も

多かった。摂食障害診療では、身体管理に加え

て、心理的支援、発達特性の評価、学校との調

整、再発予防が重要である。しかし、児童精神

科医や心理士などの専門職が十分に確保されて

いるとは限らず、特に本県のような地方では医

療資源の不足が課題となる。当院においても、

小児科医個人の経験に依存する部分があり、持

続可能な診療体制の構築や後進の育成が必要で

ある。 

家族会アンケート結果は、家族が診療場面だ

けでなく、情報共有や体験の共有、ピアサポー

トを求めている可能性を示していると考えられ

た。摂食障害は長期にわたり本人と家族を支え

る必要がある疾患であり、家族会は医療機関内

での支援を補完するだけでなく、地域における

継続的な家族支援の基盤となる可能性が示唆さ

れた。 

今後の展望として、当院小児科での診療経験

を地域に還元し、精神科、学校、行政、保健

所、心理職、家族会などを含めたネットワーク

を構築することが重要であると考える。また、

相談件数や相談内容を継続的に把握し、どのよ

うな症例が地域で困難となっているのかを明ら

かにする必要がある。さらに、精神科との合同

カンファレンスを通じて、身体管理と精神科的

評価を円滑に接続し、重症例や成人移行例にも

対応できる体制を整備することが求められる。 

 

おわりに 

栃木県摂食障害支援拠点病院である当院で

は、小児・思春期の摂食障害患者に対して、小

児科が中心となり、身体管理、入院管理、支持

的精神療法、疾病教育、家族支援、家族会の開

催を行っている。小児科医が本人と家族に継続

的に関わることで、身体面と心理社会面の双方

を意識した支援が可能となる。一方で、症例に

よっては精神科的評価、心理的支援、学校・地

域との調整が必要となるため、小児科を基盤と

しつつ、必要に応じて多職種・地域連携を行え

る体制が望ましい。今後は、当院での診療経験

を地域に還元しながら、持続可能な相談・支援

体制の充実を図る必要がある。 
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精神保健福祉センターにおける若年者を対象とした自殺対策事業 

「スキルアップ Teens＋」の取組報告 

栃木県精神保健福祉センター ○横地信矢 早乙女紀子 鈴木千里 田中ゆき 福島幸恵 島田達洋 

障害者総合相談所 稲村哲男 

 
１ はじめに 

当センターでは、平成 26年度から自傷行為・

自殺未遂等の問題を持つ主に成人を対象に、自

殺対策の一環として「弁証法的行動療法」（以

下、DBT）を活用したスキルアップデイケア（以

下、デイケア）を実施してきた。一方で、自傷

行為等は、１０代等の若年層でも見られ、また

自傷行為等は自殺リスクを高めることが分かっ

ている。 

こうした現状を踏まえ令和元年度から主に 10

代を対象としたデイケア簡易版であるスキルア

ップ Teens＋（以下、Teens）を若年者向けの自

殺対策として実施してきた。今回、事業の紹介

や参加者の特徴、事業の課題を検討したので報

告する。 

 

２（１）Teens の概要（表１） 

対象者 感情コントロールに困難があること

で自傷行為、自殺未遂等の経過を持

ち、慢性的な希死念慮を有している

者で、通院先主治医の許可を得た

者。年齢は原則として 10代。 

実施 

形態 

精神科ショートケア  

夏休み等、長期休暇を利用した特別

プログラム。 夏期・冬期にそれぞ

れ１クール 4 回ずつ実施。 

1 回 13 時～16時 定員は 5 名程度 

内容 DBT を構成している 4 つのスキルを

学んでいく。 

DBT とは、強い感情や対人関係の困難を抱える

人が、自傷行為や衝動的行動ではない、効果的

な対処行動を選択できるよう支援する精神療法

である。アメリカの心理学者である M・リネハン

が構築した、個人精神療法、グループスキルト

レーニング、24 時間対応の電話相談、コンサル

テーションミーティングから成り立つ方法であ

り、当センターでは一相談機関で活用できる範

囲で活用し、実施をしている。 

Teens では、マインドフルネス、感情調節、苦

痛耐性、対人関係スキル等のスキルを学ぶこと

で、感情に巻き込まれた状態から距離を取り、

状況に応じた行動を選ぶ力を育むことを目標と

している。 

 

（２）実施内容（表２） 

時間 内容 

１３：００ 

 

始めのミーティング  

（マインドフルネス） 

①今日のアロマ 

②今日は何の日 

③今の気分 

④マインドフルネス体験 

１３：３０ 

 

（心理教育） 

ホームワークチェック（日常の

気分グラフ） 

１４：１０ 休憩 

１４：２０ ホームワークチェック 

（スキルトレーニング） 

１４：５０ スキルトレーニング 

１５：３０ 帰りのミーティング 

今の気分 

内容は、マインドフルネスを体験するパート

と DBT で提供している 4つのスキルを学ぶパー

トに分けられる。 

マインドフルネスとは、『「今、この瞬間の体

験に意図的に意識を向け、 評価をせずに、とら

われのない状態で、ただ観ること」』（注１）で

あり、Teens の核になるスキルである。  

抽象的で分かりにくさもあるマインドフルネ
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スについて、ゲーム要素を加えながら体験をと

おして理解できるように①～④のメニューを実

施している。①「今日のアロマ」とは、アロマ

の香りに意識を向け、嗅ぎ分ける体験②「今日

は何の日」とは、ヒントを参考にその日の記念

日は何かに意識を向けていく③「今の気分」と

は、参加時と終了時で気分に意識を向け、言葉

で伝える④「マインドフルネス体験」では、ゲ

ーム等にしながら、「今」に意識して関わってい

く。 

「心理教育」は、資料を使いながら、衝動行

為につながる感情や衝動行為の引き金や機能を

理解するために、感情をモニターし、記録する

ことや衝動行為の前後に何が起こっているのか

に着目すること等の必要性を説明している。 

「ホームワークチェック」は、学んだスキル

の定着を目的に実施したホームワークについて

の報告を行い、スキルの理解度や定着具合の確

認を行う。特に「日常の気分グラフ」は、１週

間分の出来事と気分の記録に、医師がコメント

を記載し、本人が皆に報告した後にスタッフ全

員からコメントを伝えている。その際に意識し

ているのは、参加者の考えや感情体験につい

て、置かれている状況への妥当な反応として、

承認という観点から関わることである。 

承認とは、「本人の置かれた人生の状況の中

で、本人の反応には意味があり、他者にも理解

できると本人に伝える」ことである。参加者の

多くは、感情的な敏感さを持っている。敏感さ

からの反応は、非承認されやすいことにもつな

がり、周囲からの非承認は、自分自身への非承

認にもつながる。そうした悪循環を予防するこ

とも支援のポイントである。その実践の一つと

して、一週間で起きた出来事への考えや感情体

験は正当であり、本人なりの対処を承認、フィ

ードバックしている。 

「スキルトレーニング」は、テキストを元に４

つのスキルについて学び、日常の困りごとにど

う活用できるか、活用していくかについて、話

しあっていく内容である。 

３ 実績 

以下、令和元年度～令和７年度までの実績を

示す。 

図１ 参加実人数、修了者、性別 

参加実人数 26 人 

修了者 

(４回中３回以上参加) 

17 人 

性別 男：4人 女：22 人 

参加者の実数は 26人であった。その内、修了

者は 17 人であり、中断者は 9 人となった。 

参加者を性別で分けると、男性は 4名、女性

は 22人と女性が多かった。 

 

図２ 診断別利用状況 

強迫性障害 １ 

重度ストレス反応 ２ 

気分障害 ４ 

習慣及び衝動の障害 ２ 

心理的発達の障害 １０ 

および青年期に通常発症する行動及び

情緒の障害 

５ 

その他 ６ 

注 重複診断の場合は、複数を計上。「その他」

は「適応障害」「薬物乱用」「精神遅滞」等を含

む。 

診断別利用状況では、「心理的発達の障害」が

最も多かった。 

 

図３ スキルの効果測定 

 ＋の変化 －の変化 変化なし 

マインドフ

ルネス 

８ １ ２ 

対人関係 ６ ３ ２ 

感情調節 ８ ２ １ 

辛さに耐え

る 

９ １ １ 

Teens では、４つのスキルの定着度合いを自記

式で評価するアンケートを参加前・修了後に測

定しており、今回は修了者 17名のうち前後評価

ができた 11 名を対象とした。各スキルによって
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結果は異なるが、開始前に比べ修了後にはどの

スキルも半数以上の参加者に肯定的変化が見ら

れた。 

 

４ 考察 

参加人数については、医療機関利用者のみを

対象としているが、10代で自傷行為等の問題を

持つ者の人数を考えると、Teens への参加者はや

はり少なく、十分にこの事業が知られておら

ず、かつ必要な参加者をつなぐことに課題があ

るといえる結果である。 

参加者性別では男性よりも女性の方が非常に

多い。自傷行為の分析をした調査では、若年者

においては男性より女性の自傷行為等の割合は

高く出ており（注２）、当センター参加者におい

てもその傾向が反映されたと思われる。一方

で、このことは男性の困難が少ないことを意味

するものではなく、女性とは異なる男性の困難

の表出方法や援助希求のしづらさの可能性等に

も留意する必要があるだろう。（注３）  

修了者については、参加者の実人数 26名のう

ち、17 名となったが、参加者の多くは感情調節

や対人関係等の困難を持つことを考慮すれば承

認を意識した関わりやプログラム内容の工夫等

が一定程度受け入れられたと思われる。一方

で、中断に至った者が 9名おり、継続参加のた

め、動機づけへの対応やプログラム運営の工夫 

が必要である。 

診断分類別利用者では、心理的発達の障害の

診断を有している参加者が最も多い結果となっ

た。自傷行為等の背景要因の一つに ASD,ADHD と

いった発達障害の特性があり、二次的な問題と

しての感情調節困難や自傷が起こる可能性は示

唆されるだろう。 

また、このような発達特性を持つ参加者がス

ムーズに学習できるような構造化等のプログラ 

ムの工夫が必要であるとも思われる。 

効果測定では、前後比較ができた修了者の半

数以上は何らかのスキルの向上が見られたと評

価していた。アンケート結果は主観的評価のた

め、スキル遂行能力そのものを直接反映するも

のではないものの、Teens 参加が参加者の認知に

肯定的な変化をもたらした可能性は示唆された

といえる。 

 

５ 今後の展望 

令和元年度から精神科ショートケアとして実

施してきた Teens であるが、課題の一つに参加

者数の少なさがある。これは安全性に配慮しな

がら実施するために対象者を医療機関利用者に

限定したことも要因となっているだろう。今後

は、自傷行為・自殺未遂等の問題を持つ若年者

には医療機関を利用していない者も多いであろ

うことを考慮し、そのような若年者も安全性に

配慮しながら参加できるような仕組みを整え、

実施していく予定である。 

また、相談機関・医療機関、学校等への周知

を進め、必要な対象者がプログラムにつながり

やすい経路を整備していくことも引き続き重要

である。このような課題への対応をしつつ、今

後も自殺対策の一環として「スキルアップ Teens

＋」を継続していきたい。 

 

 

注１ 日本マインドフルネス学会 HP 

 

注２ 阿江竜介ほか（2012）「わが国における自

傷行為の実態：2010 年度全国調査データの解

析」日本公衆衛生雑誌, 2012 

 

注３ 石田実知子ほか（2019）「高校生の自傷

行為の経験率における性差の検討」厚生の指

標，66(13)，2019． 
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栃木県内における最新の歯科保健に係る報告 

－令和６年歯科疾患実態調査の結果に関する観察研究－ 

栃木県保健福祉部健康長寿推進課 ○岩﨑 理浩 竹井 久美子 星野 典子 岡本 友志 福田 芳彦 

    

１ はじめに 

全国的に健康増進法に基づき実施される歯科

健診（歯周病検診）の受診率は低く 5.3%（令和

３年推定値）とされており、栃木県内の市町に

おいても 6.4%1)と年々増加しているものの、1 桁

台に留まっている。その一方で、アンケート調

査結果によると、自ら歯科診療所に通院して年

に 1 回以上定期的に歯科健診を受診している 20

歳以上の県民は 50.1%2)と約半数に達している。 

栃木県では、歯科保健基本計画（3期計画）の

目標値として「歯科健診を受診する人の増加」

を設定しており、計画の最終年度である令和 11

年度までに 65%以上としている。 

今後の施策の展開において、受診率の向上に

影響を与えている要因を分析することは目標達

成のために必要なことと考える。 

そこで、本研究では、問診と口腔内診査を同

時に実施した令和６年歯科疾患実態調査の結果

を用いて、歯科健診受診に影響を与えた要因を

横断的に調査・分析したので、その結果を報告

する。 

なお、令和６年歯科疾患実態調査の個票使用

に当たっては、統計法第 33 条第１項の規定に基

づき、厚生労働省医政局歯科保健課に使用申請

を行い、承諾を得た。（厚生労働省発医政 0312

第 10 号） 

２ 方 法 

(1) 令和６年歯科疾患実態調査の実施期間 

令和６(2024)年 10 月１日～11月 30 日 

(2)分析対象データ 

厚生労働省医政局歯科保健課より提供された

栃木県（宇都宮市を含む）の令和６年歯科疾患

実態調査の個票データ（n=303）から、口腔内診

査を受けていない者（n=21）、及び問診の回答に

不備のある者（n=1）を除いた 281 名を分析の対

象とした。（図 1） 

(3)主な調査項目 

個票データから取得した下記の項目とした。 

①基本情報 

性別、居住地（市・町の別）、年齢階層（0～

14 歳、15～39 歳、49～64 歳、65～74 歳、75 歳

以上） 

②口腔内・歯の状況（口腔内診査の結果） 

天然歯の本数（0 本、1～19 本、20～27 本、28

本以上）、虫歯の本数（0本、1～5本、6～10

本、11 本以上）、４mm 以上の歯周ポケット 

③口腔の健康に関するアンケート結果 

歯磨きの頻度（磨かないか・たまに磨く、１

日１回、１日２回、１日３回以上）、歯間清掃器

具の使用、 

④口腔に関する問診の結果 

歯・口に関する自覚症状、歯痛、知覚過敏、

歯茎の痛み、歯茎の腫れ、歯肉出血、噛みにく

さ、飲み込みにくさ、口渇、口臭、食片圧入

（歯に食物が挟まる）の各症状の有無 

(4)解析方法 

１年間の歯科健診の受診の有無と①～④の項

目について、χ２検定、Fisher の直接法、ロジス

ティック回帰分析（ステップワイズ法）を実施

した。 

統計解析は IBM SPSS Statstics Ver.29 (日本

IBM, 東京)を使用し、統計学的有意水準は 0.05

とした。 

３ 結 果 

対象者 281 名は男性 125 名、女性 156 名であ

り、年齢は最年少が２歳、最年長が 89歳、平均

54.1±20.6 歳であった。 

このうち、１年間に歯科健診を受けたと答え

た者は 175 名（男性 68名、女性 107 名）であり

62.3%であった。 

１年間に歯科健診を受けたと答えた者の背景

要因を表１に示す。性別、年齢階層、虫歯の本
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数、歯磨きの頻度、歯間清掃器具の使用、歯・

口に関する自覚症状、知覚過敏の有無、歯肉出

血の有無、食片圧入の有無には、歯科健診受診

者と未受診者の間で統計学的に有意に差が認め

られた。 

多重ロジスティック回帰分析の結果を表２に

示す。これより、15～39 歳と 60～64 歳の年齢階

層、居住地が市でなく町、歯・口に関する自覚

症状が有る人、虫歯が 1～5 本ある人ほど、歯科

健診を受診していない傾向が統計学的に有意に

認められ、１日の歯磨き回数が２回以上、歯科

清掃器具を使用している人ほど、歯科健診を受

診する傾向が統計学的に有意に見られた。 

４ 考 察 

令和６年歯科疾患実態調査の個票より、栃木

県内の１年間の歯科健診の受診した者の割合は

62.3%であることが判明した。これは、全国値の

63.8%3)よりも 1.5 ポイント下回っていた。 

本研究より、１年間に歯科健診を受診した者

の背景因子として、年齢、居住地、自覚症状、

虫歯の本数、歯磨きの頻度、歯間清掃器具の使

用習慣の要因が影響していることが分かった。 

年齢に関しては、15 歳未満の学校歯科健診等

の対象となる世代と 15歳から 64 歳の就労世代

では有意に受診者の割合に差がみられた。な

お、15 歳未満と 65歳以上の高齢者では有意差は

みられなかった。 

また、居住地に関しては「市に住む方」が

「町に住む方」よりも受診する割合が高い傾向

が見られたが、これは歯科診療所への通いやす

さの差（アクセシビリティーの差）が影響して

いるのではないかと思われる。 

「歯・口に関する自覚症状がある人」や「虫

歯が 1～5本ある人」といった、既に症状がある

にもかかわらず歯科健診の受診に結びついてい

ない。これは質問項目が「１年間に歯科検診

（健診）を受けましたか」とされていることか

ら、歯科治療のために受診している者が、歯科

健診を受診していないと回答している可能性が

あると考えられる。 

歯磨きの頻度、歯間清掃器具の使用習慣につ

いては、歯磨きの頻度が多い、歯間清掃器具を

使用する、といった自身の口腔管理に興味の高

い者ほど、歯科健診を受診している傾向が高い

ことが明らかになった。これは、自身の口腔管

理に興味のない者は、歯科健診を受診していな

い可能性を示唆していると考える。前述の口腔

内に自覚症状があるにもかかわらず、歯科健診

を受診していないこととも関連していると思わ

れる。 

ただし、本研究については横断研究であり、

原因と結果の因果関係を断定できない点に注意

が必要である。そのため、歯科健診を受けたこ

とで行動変容が起き、その結果として歯磨きの

頻度が多く、歯間清掃器具を使用するといった

好ましい行動をとっているという、実際には結

果と要因が逆である可能性を否定できない。 

また、諸因子と歯科健診の受診について、因

果関係を分析するにあたっては、歯科疾患実態

調査で得られる情報だけでは不足しており、家

族構成、就労状況、収入、学歴等の社会背景の

情報を得て、それらを踏まえた上で、縦断的な

追跡研究が追加で必要と考えられる。 

５ 結 語 

自身の口腔管理に興味の無い者、特に就労世

代に対して、定期的な歯科健診受診の必要性を

さらに周知啓発する必要性が示唆された。 
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 表１ １年間に歯科健診を受けたことと背景要

因の関係 

 

 

 

表２ １年間に歯科健診を受けない要因 

 

 

 

 

図１ 分析対象者の抽出方法 

 

受けた 受けていない ｐ値

性別

男性 68 57 0.019 ＊
女性 107 49

居住地

市 156 85 0.052
町 19 21

年齢階層

0-14歳 19 2 0.001 ＊
15-39歳 19 14
40-64歳 59 59
65-74歳 47 16
75歳以上 31 15

歯の本数

0本 5 5 0.781
1-19本 28 15

20-27本 63 35
28本以上 79 51

虫歯の本数

0 139 66 0.010 ＊
1-5 33 33
6-10 2 4
11- 1 3

歯磨き頻度

磨かない・
たまに磨く

1 7 <0.001 ＊
１日１回 19 22
１日２回 61 47

１日３回以上 94 30
歯間清掃器具の使用

習慣あり 103 40 0.010 ＊
習慣無し 72 66

歯周ポケット
4mm未満 89 44 0.453
4~5mm 60 44

6mm以上 20 11
対象歯無し 5 6
計測不能 1 1

歯・口に関する自覚症状
有り 68 61 0.003 ＊
無し 107 45

歯痛の自覚症状
有り 2 3 0.369
無し 173 103

知覚過敏の自覚症状
有り 10 19 0.002 ＊
無し 165 87

歯茎の痛みの自覚症状
有り 1 1 1.000
無し 174 105

歯茎の腫れの自覚症状
有り 2 0 0.528
無し 173 106

歯肉出血の自覚症状
有り 10 17 0.006 ＊
無し 165 89

噛みにくさの自覚症状
有り 11 11 0.254
無し 164 95

飲み込みにくさの自覚症状
有り 3 0 0.293
無し 172 106

口渇の自覚症状
有り 15 6 0.484
無し 160 100

口臭の自覚症状
有り 11 11 0.254
無し 164 95

食片圧入の自覚症状
有り 23 25 0.033 ＊
無し 152 81

１年間に歯科健診を受けたか否か

＊：5%有意水準で有意に差がみられる項目

要因
調整オッズ

（95%信頼区間）
p値

年齢階層 0～14歳 vs 15～39歳 6.8(1.3-37.3) 0.026 ＊
0～14歳 vs 40～64歳 9.1(1.9-44.1) 0.006 ＊
0～14歳 vs 65～74歳 2.0(0.4-10.4) 0.423
0～14歳 vs 75歳以上 2.0(0.4-11.1) 0.435

居住地 市 vs 町 2.5(1.1-5.8)  0.030 ＊
歯・口に関する自覚症状 無し vs 有り 2.3(1.2-4.1)  0.008 ＊
歯磨きの頻度 磨かない・たまに磨く vs １日１回 0.1(0.0-1.3)  0.082

磨かない・たまに磨く vs １日２回 0.1(0.0-0.8)  0.034 ＊
磨かない・たまに磨く vs １日３回以上 0.0(0.0-0.3)  0.003 ＊

歯間清掃器具の使用習慣 無し vs 有り 0.4(0.2-0.8)  0.006 ＊
虫歯 0本 vs 1～5本 2.6(1.3-5.3)  0.007 ＊

0本 vs 6～10本 3.1(0.4-24.3) 0.287
0本 vs 11以上 1.7(0.1-19.9) 0.669

＊：5%有意水準で有意に差がみられる項目
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１ はじめに 

宇都宮市保健所（以下「当所」という）管轄内
の人口が約 51万人，そのうち 65 歳以上の高齢者
は約 25％を占めている 1）。  
2024 年の全国の結核罹患率（人口 10万対）は，

8.1 であり，「低まん延国（全結核罹患率 10.0 未
満）」を継続している 2）。当所管内における 2024
年の結核罹患率は 5.9 と 3），全国に比べ低い状況
にあり，2025 年は暫定で 5.3 となる見込みであ
る。   
また，年々減少傾向にある新規結核患者である

が，半数以上を高齢者が占めている（図 1）。 
家族の一人が結核感染者であるということは，

個人だけの問題だけでなく，他の家族構成員に大
きく影響する。患者本人のみではなく，その家族
が置かれている状況を把握し，積極的に支援して
いくことが重要である。高齢結核患者及び小児結
核患者が発生し，集団感染事例ともなった事例に
おいて学んだ支援について述べる。 

 

２ 事例概要 

X 年 11 月に患者Ａが肺結核を発病し，喀痰塗抹
（2＋）が判明し，排菌状態であることが確認され
た。患者Ａと接触があった同居家族，別居家族計
6 名，その他計 6 か所の病院・施設での接触者計
24 名，対象者計 30 名に対し，接触者健康診断を
実施した。同居，別居家族のうち患者Ｂ・Ｅが肺
結核を発病，患者Ｃ・Ｄが潜在性結核感染症と診
断された。また病院・施設での接触者健康診断対
象者のうち，10名の結核感染が確認され，結核集
団感染事例となった。 
患者Ａの結核発病から約 7 年後，患者Ａの夫で

ある患者Ｆが肺結核を発病し，胃液塗抹（＋）が
判明，後に喀痰培養（＋）も判明した。 
患者Ｆと接触があった同居家族・別居家族はす

でに結核の治療歴があるため，2 年間の胸部レン
トゲン検査にて要経過観察となった。（図 2・3） 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

高齢者・小児結核患者事例～家族内感染事例から学んだ保健師としての在り方～ 

宇都宮市保健所 〇齋藤沙織，髙橋栄美，中村好一 

図３ 発生経過 図２ 家族相関図 

図１ 年齢階級別新登録結核患者の推移（宇都宮市） 
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さらに患者Ａの接触者として X年時，未就学児
であったひ孫 2名には X年にツベルクリン反応検
査を実施し，結核に感染している可能性は低いと
判断していた。X＋7年，患者Ｆの接触者として学
童のひ孫 2名に対し QFT 検査を実施した結果，10
歳代の患者Ｇの陽性が判明し，潜在性結核感染症
と診断された。 
３ 経過 
＜患者Ａについて＞ 
患者Ａは当時 80 歳代の高齢者で，過去に 20歳

代で結核の治療歴があり，X 年 5 月頃から呼吸器
症状が出現していた。近医にて去痰薬処方され服
用するも改善せず，食事摂取量の減少があった。
X 年 11 月，近医にて胸部レントゲン検査実施し，
異常陰影が認められた。同月О病院へ紹介受診し，
喀痰塗抹（＋）TB-PCR（＋）が判明し，排菌状態
であることが確認され，入院及び治療が開始され
た。 
＜患者Ａの接触者健康診断について＞ 
患者Ａは夫，長女，長女の夫，孫の同居家族が

いた。また，別居の孫が出産を控えていたため，
感染の始期以降，患者Ａ宅への宿泊，里帰り出産
後も週 3～4 日程度の訪問・食事摂取を行ってい
た。そのため，同居家族 3 名，別居家族 1 名に対
し，直後・2～3か月後 QFT 検査の実施，未就学の
ひ孫2名に対しツベルクリン反応検査を実施した。
夫は 80 歳代であり，過去の古い結核感染歴を有
する可能性を考慮し，2 年間の胸部レントゲン検
査にて要経過観察とした。 
結果は，同居の長女（患者Ｂ），孫（患者Ｅ）が

肺結核と診断され，長女の夫（患者Ｃ）と別居の
孫（患者Ｄ）が潜在性結核感染症と診断された。 
また，患者Ａにデイサービスやショートステイ

等の福祉サービスの利用や，訪問看護の利用歴が
あったため，病院・施設計 6 か所に対し施設調査
を実施し，計 24 名を接触者健康診断対象者とし
た。結果は，10 名の QFT 検査陽性が判明。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最終的には結核発症者 2 名，感染者 12 名によ
り，結核集団感染事例となった（表１）。 
＜患者Ｆについて＞ 
患者Ａの夫である患者Ｆは，患者Ａの接触者健

康診断としての経過観察を，X＋2 年 12 月に終了
し，その 4年後の，X＋6年 12 月自宅にて転倒し，
自宅安静を強いられた。転倒を機に，生活リズム
の乱れ，食事回数および体重減少があり，X＋7 年
6 月，近医受診時に胸部レントゲン検査で異常陰
影，空洞影を認めた。翌月にＯ病院紹介受診し，
喀痰塗抹（－），胃液塗抹（＋）が判明した。入院
勧告対象外と判断したが，家族より「患者Ａが抗
結核薬の副作用が強かったため，入院させてほし
い」と要望あった。入院によるＡＤＬ低下のリス
クを医師からも説明し，本人・家族が納得したう
えで，感染症法第 37 条の 2 対象者としてＯ病院
へ入院となった。 
 入院中，抗結核薬による副作用の出現なく経過
し，自宅療養による受け入れ体制が整い，入院か
ら約 3週間後に退院となった。抗結核薬の服用に
ついては家族が管理し，服薬ゼリーを使用しなが
ら内服を行っていた。在宅での服用，病院受診付
き添い，薬局へ処方薬の受け取りなど，家族の全
面的支援が確立されていると判断し，薬局ＤＯＴ
Ｓによる服薬支援と決定した。また訪問リハビ
リ・看護・診療を導入しながら，在宅生活を継続
した。その後，結核と診断されてから約１年後に
心不全にて死去した。 
＜患者Ｆの接触者健康診断について＞ 
 肺野の画像所見として，空洞病巣があるため，
暫定措置として高感染性と判断した。そのため家
族の接触者健康診断を実施し，利用していたデイ
サービスの施設調査は，喀痰培養検査の結果によ
り判断する方針となった。 
患者Ｆの同居の長女(患者Ｂ)，長女の夫(患者

Ⅽ)，孫(患者Ｅ)，別居の孫(患者Ｄ)は，すでに X
年に結核の治療歴があるため，2 年間の胸部レン
トゲン検査にて経過観察を行うこととした。別居
のひ孫 2 名は，直後・2～3 か月後 QFT 検査の実施
が必要と判断した。その結果，ひ孫 1 名（患者Ｇ，
10 歳代男児）の直後 QFT 検査陽性が判明した。 
 後に患者Ｆの喀痰培養陽性が判明したため，利
用歴のあったデイサービスに対して施設調査を
実施する必要が生じた。調査にあたり家族へ説明
し同意を得たところ，「また母の時のように人に
迷惑をかけてしまう。またですか。」と家族より発
言があった。 
施設調査の結果，施設内は換気が良好であった

ことから，QFT 検査の実施は不要と判断し，接触
のあった職員 13 名について職場健診（胸部レン
トゲン検査）の結果を確認した。その結果，13 名
中 2名に胸部レントゲン検査で異常陰影が認めら
れたため，当該 2 名に対して QFT 検査を実施した
が，いずれも陰性であった。以上より、デイサー
ビスにおける接触者健康診断は終了とした。 
 

表１ 患者Ａの結核接触者健康診断実施結果 

対象施設 対象者 肺結核
潜在性
結核感染症

経過観察 異常なし
QFT検査
陽性

同居家族 ３名 ２名 １名
別居家族 ３名 １名 ２名
O病院 １名 １名
P施設 ３名 ３名
Q施設 ３名 ２名 １名
R施設 ８名 ４名 ４名
S施設 ６名 １名 ５名
T施設 ３名 ３名
合計 ３０名 ２名 ２名 ０名 １６名 １０名
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＜患者Ｇについて～小児結核患者への対応～＞ 
 患者Ｆの接触者健康診断で，直後 QFT 陽性が判
明し，潜在性結核感染症と診断された。診断同日
から抗結核薬 INH 単剤で治療開始となった。患者
Ｇの母親である患者Ⅾ自身も結核の治療歴があ
るため，抗結核薬の副作用，食事摂取の留意点を
理解していた。そのため治療開始後すぐに母親は
学校職員との面談にて，抗結核薬の服用や副作用
等について共有を図った。初回面接時には，平成
28 年度に作成された「小児結核の手引き」から患
者家族に必要な情報を抜粋した資料や，抗結核薬
による副作用等について，小学生にも分かりやす
いよう資料を作成し，父母・本人と共有を行った。  
訪問時，患者Ｇより「友達にやばい病気って言

っちゃった。でも人に移さないって言ったよ。」と
発言あり，母親は初めて聞いたとのことだった。
患者Ｇが学校生活等の事柄について，保護者に話
さないことも，支援者が間に入ることで表出でき
ることもあるのではないかと考えた。そのため，
保護者・患者Ｇ双方からの治療への想いや不安等
を捉えることができるよう，月 1 回病院受診時の
保健師面接による DOTS 支援を行い，治療完遂に
至った。 
 さらに，本事例は患者Ａを中心とした集団発生
事例であり，家族内における集団感染リスクが高
いと判断された。このため，当所にて治療終了後
2 年間の管理検診の実施が必要と判断し，経過観
察を行った。その結果、新たな発病は認められず，
2 年間の管理検診を終了した。 
４ 家族の思いと家族支援の視点から 
 患者Ｆ発生時，家族からは「また母の時のよう
に，人に迷惑をかけてしまうのではないかと頭を
過った」との発言があった。また、デイサービス
への施設調査の実施について説明した際には、
「またですか」と落胆の言葉も聞かれた。 
家族は，患者Ａにおいて集団感染に至った過去

の経験から，施設調査の実施に対する不安を表出
していた。そのため支援者として，不安の具体的
内容を把握し，それに対して丁寧に対応していく
必要があると考えた。また，患者および家族それ
ぞれで抱える不安の内容が異なる可能性もある
ことから，電話による一方的な説明ではなく，施
設調査についての理解を得るために訪問を行い，
直接対話することで不安の理解に努めた。 
本事例の支援においては，接触者健康診断に関

する不安の解消が重要であった。接触者が近しい
関係性にあるからこそ，健康診断の実施が今後の
人間関係や地域生活にどのような影響を及ぼす
のかを，保健師が想像することが求められる。結
核の感染拡大防止の観点から接触者健康診断を
確実に実施することは重要であるが，その前提と
して，患者・家族の不安に対する十分な説明と気
持ちの受け止め，さらには保健師と患者との信頼
関係の構築が優先されるべきである。 
さらに，患者Ｆの死去後，長女（患者Ｂ）から

「結核によって私たちも死を迎えるのかもしれ

ない」との発言があり，結核という一つの感染症
により，家族が長期にわたり苦しみや葛藤を抱え
ていたことに気づかされた。結核については，誰
にでも話せるものではなく，患者・家族が行き場
のない思いを抱え込み，家族内に閉じてしまう状
況を生み出す可能性がある。そのような状況にお
いて，定期的に保健指導の機会があることは保健
師の強みである。病気や治療に対する疑問や不安
を安心して表出できる存在となり，寄り添う関係
を築くことが重要である。早期に信頼関係を構築
することで，「結核のことは誰にでも話せるわけ
ではないが，保健師には話すことができる」と感
じてもらえる存在となることが，患者・家族の支
えとなり，結果として治療完遂につながると考え
る。 
５ まとめ 
結核の診断や治療，場合によっては入院を要す

る状況は，患者に困惑や不安，時には怒りといっ
た感情をもたらす。しかし患者は，限られた時間
の中で状況を理解し，受け止めようと努めている。  
また感染症であるがゆえに，周囲との関係性が

変化することへの不安を抱く患者・家族も少なく
ない。保健師には，結核という診断が患者・家族
の生活環境や心情にどのような影響を及ぼすの
かを、生活背景を踏まえて想像する力が求められ
る。 
結核診断当初から関わる保健師は，定期的な保

健指導が可能であるという強みを活かし，患者・
家族の変化する環境や心情を早期に捉え，それに
応じた支援を行う必要がある。さらに，単に結核
患者として捉えるのではなく，人生を生きる一人
の生活者として尊重，敬意と共感をもって関わる
視点を忘れてはならない。 
また，小児結核は「超低まん延」とされている

ものの，子どもにとって感染機会が完全に排除さ
れた状況には至っていない。加えて，小児期は発
達段階の途中にあり，特に思春期においては友人
等との関係性や自分自身への理解も大きく揺れ
動く時期である。そのため，結核という感染症に
罹患した事実や接触者健康診断の実施が，周囲か
らの偏見やいじめにつながるのではないかとい
う不安を生じさせやすい。 
このような発達段階の特性を踏まえ，保健師は

小児患者および家族の心理的面にも十分配慮し
ながら関わる必要がある。 
結核患者数は減少傾向にあるが，依然として治

療を必要とする人は存在する。結核という疾病の
社会的背景や文化的側面も踏まえ，根拠に基づい
た質の高い保健活動を実践するためにも，本事例
から得られた学びを今後に活かしていくことが
重要である。 
＜引用文献＞ 
１）宇都宮統計データバンク（総合統計，人口） 
２）公益財団法人結核予防会（2024）結核の統計

2024 
３）結核管理図 
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住民健診における肝炎ウイルス検診の実施状況報告 

 

 (公財)栃木県保健衛生事業団         ○川島 遥香 永井 尚子 渡辺 千晴 阿部 由香里 

                      清水 正幸 高橋 史  増田 英夫 森久保 寛 

                      阿部 聡子 萩原 英樹 

 

【はじめに】 

当施設では平成 14 年 4 月より B 型及び C 型肝

炎を対象とした肝炎ウイルス検診を行ってきた。 

今回、平成 26 年度から令和 5 年度までの実施

状況を示すとともに、B 型肝炎ウイルス抗原検査

（以下 HBs 抗原検査）および C型肝炎ウイルス抗

体検査（以下 HCV 抗体検査）、C型肝炎ウイルス核

酸増幅検査（以下 HCV-RNA 検査）の陽性者の出現

状況について報告する。 

  

【対象】 

平成 26年度から令和 5年度までの 40歳になる

者、および 41 歳以上の者であって、過去に受診歴

のない希望者である、B 型肝炎ウイルス検査受診

者 78,435人、C型肝炎ウイルス検査受診者 77,929

人を対象とした。 

 

【方法】 

肝炎ウイルス検診の受診者数および陽性者数

について集計を行い、男女における陽性率を比較

した。 

 さらに、C 型肝炎ウイルス検査については、陽

性率を全国集計と比較した。また、HCV 抗体を力

価別に集計し、HCV-RNA 陽性者の抗体価について

調査した。 

 

【検査方法と陽性とする基準】 

分析装置および測定試薬を表 1に示す。 

両検査とも化学発光免疫測定法(CLEIA 法)にて測

定を行った。 

HCV-RNA 検査については HCV 抗体検査で陽性と

なったもののうち、低力価および中力価に該当

したものを外部委託にて RT-PCR 法で実施した。 

 

 

表 1 分析装置および測定試薬 

また、HBs 抗原検査及び HCV 抗体検査の陽性と

する基準は表 2のとおりである。 

表 2 陽性とする基準 

 次に C型肝炎ウイルス検査の流れを図 1に示す。 

検査は厚生労働省による、『肝炎ウイルス検診等

実施要項』に基づき、HCV 抗体検査で高力価に該

当したものを①、HCV-RNA 検査陽性のものを②、

HCV-RNA 検査陰性のものを③、HCV 抗体検査で陰

性に該当したものを④とし、判定を行った。 

図 1 C 型肝炎ウイルス検査の流れ 
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【結果】 

(1) B 型肝炎ウイルス検査の実施状況 

 表 3に平成 26 年度から令和 5年度までの B型

肝炎ウイルス検査の受診者数と陽性者数および

その陽性率を示す。総受診者数は 78,435 人(男

性 33,642 人、女性 44,793 人）であり、そのう

ち 453 人(0.58%)が陽性となった。平成 30 年度

は一部の自治体で受診勧奨を行ったため、受診

者数が 12,493 人と最も多い結果であった。 

また、陽性率は、令和 2年度が 0.89%と例年に

比べて高い割合を示していたが、それ以外の年

度では 0.50%～0.62%と、ほぼ一定の推移を示し

ていた。さらに男女別に比較したところ、男性

は 33,642 人中 227 人(0.67%)が陽性、女性は

44,793 人中 226 人(0.50%)が陽性と、男性が有意

に高い結果であった。(p＜0.05) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) C 型肝炎ウイルス検査の実施状況 

表 4 に対象とする 10 年間の C 型肝炎ウイルス

検査の受診者数と判定内訳を示す。 

総受診者数は 77,929 人（男性 33,457 人、女性

44,472人）であり、B型肝炎ウイルス検査と同様、

平成 30年度の受診者数が 12,397人と最も多かっ

た。判定別では①②の「現在、C 型肝炎ウイルス

に感染している可能性が高い」と判定されたもの

は 77,929 人中 145 人で全体の 0.19％であった。

一方、③④の「現在、C 型肝炎ウイルスに感染し

ている可能性が低い」と判定されたものは 77,929

人中 77,784 人で全体の 99.81％を占めていた。 

男女別にみると男性の陽性者は 33,457 人中 97

人(0.29%)であるのに対し、女性は 44,472 人中 48

人(0.11%)と、男性が有意に高い結果となった。 

(p＜0.05) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 B 型肝炎ウイルス検査の受診者数と陽性者 人(％) 

男 女 計 男 女 計 男 女 計
H26 3,952 5,443 9,395 16(0.40) 7(0.13) 23(0.24) 3,936(99.60) 5,436(99.87) 9,372(99.76)

H27 3,457 5,000 8,457 7(0.20) 2(0.04) 9(0.11) 3,450(99.80) 4,998(99.96) 8,448(99.89)

H28 2,582 3,470 6,052 8(0.31) 4(0.12) 12(0.20) 2,574(99.69) 3,466(99.88) 6,040(99.80)
H29 3,225 4,562 7,787 9(0.28) 5(0.11) 14(0.18) 3,216(99.72) 4,557(99.89) 7,773(99.82)
H30 5,473 6,924 12,397 23(0.42) 14(0.20) 37(0.30) 5,450(99.58) 6,910(99.80) 12,360(99.70)

R1 3,453 4,705 8,158 10(0.29) 6(0.13) 16(0.20) 3,443(99.71) 4,699(99.87) 8,142(99.80)

R2 2,393 3,168 5,561 5(0.21) 3(0.09) 8(0.14) 2,388(99.79) 3,165(99.91) 5,553(99.86)
R3 3,000 3,840 6,840 6(0.20) 4(0.10) 10(0.15) 2,994(99.80) 3,836(99.90) 6,830(99.85)
R4 2,761 3,330 6,091 8(0.29) 1(0.03) 9(0.15) 2,753(99.71) 3,329(99.97) 6,082(99.85)

R5 3,161 4,030 7,191 5(0.16) 2(0.05) 7(0.10) 3,156(99.84) 4,028(99.95) 7,184(99.90)

計 33,457 44,472 77,929 97(0.29) 48(0.11) 145(0.19) 33,360(99.71) 44,424(99.89) 77,784(99.81)

①② ③④

人(%)

受診者数
HCV抗体  判定

表 4 C 型肝炎ウイルス検査の受診者数と判定内訳 
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図 2に全国と当施設の C型肝炎ウイルス検査陽

性率の比較を示す。当施設の陽性率は令和 2年度

以降、継続して 0.15％を下回っており、全国の C

型肝炎ウイルス検査の陽性率と比較すると、平成

30 年度以降はほぼ同様に減少傾向で推移してい

ることが認められた。 

図 2 全国と当施設の C型肝炎ウイルス検査 

陽性率の比較 

次に、平成 26 年度から令和 5 年度における HCV

抗体検査の力価別人数を表 5 に示す。総受診者

77,929 人のうち高力価が 125 人(0.16%)、中力価

が 89 人(0.11%)、低力価が 161 人(0.21%)、陰性

が 77,554 人(99.52%)という結果であった。 

    表 5 HCV 抗体検査の力価別人数 

さらに、HCV-RNA 検査対象者である中力価およ

び低力価 250 人のうち、陽性となった 20 人の

HCV 抗体価の分布を図 3に示す。HCV-RNA 陽性者

の抗体価は 6.5～49.6 C.O.I と全て中力価領域

であり、低力価領域での HCV-RNA 陽性者は存在

しなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【考察】 

B 型肝炎ウイルス検査における平成 26 年度か

ら令和 5 年度までの陽性率は 0.58%であり、全て

の年度において 0.50%を超える一定の陽性率で推

移していたことが確認できた。 

一方で C 型肝炎ウイルス検査の陽性率は、平成

26 年度は 0.24%であったが、平成 30 年度より減

少傾向を認め令和 2 年度以降は継続して 0.15%を

下回る結果となった。これは全国の陽性率の推移

とほぼ同様の結果であり、今後も減少傾向をたど

るのか注視していく必要性があると思われた。 

また、HCV 抗体中力価と低力価の該当者の中で

HCV-RNA 検査を行い、陽性となった 20 人の中には

HCV 抗体が 6.5 C.O.I と低力価領域に非常に近い

ものも存在したことから、HCV-RNA 検査で確認す

ることが重要である。さらに、この 20 人のうち精

密検査結果の返却があった 12 人を確認したとこ

ろ慢性肝炎が 4人、無症候性キャリアが 8 人確定

していたため、要精密検査となった場合の医療機

関受診の重要性が確認できた。 

 現在、治療薬の進歩により、重篤な症状を引

き起こさず改善することが見込まれることか

ら、肝炎に関する正しい理解の普及を行い、肝

炎ウイルス検診の必要性を啓発していくことが

重要と考えられた。 

 

【まとめ】 

今回の結果から、毎年陽性者が一定数存在す

るため、確実に 1 回は肝炎ウイルス検診を受診

する必要性を再認識できた。今後も検査を通じ

て早期発見、早期治療に貢献していきたい。 

人(％) 

図 3 HCV-RNA 検査陽性者の抗体
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鹿沼市における乳幼児二次健康診査の実態把握 

地域福祉課         〇塚原 桃子＊ 

県西健康福祉センター  戸室 睦子 

県南健康福祉センター  松尾 麻理恵＊ 

（＊＝元 県西健康福祉センター） 

鹿沼市健康課  早川 美波  半田 成美 

〔助言者〕 自治医科大学   阿江 竜介  桑原 政成 

県北健康福祉センター  工藤 香織 

保健福祉課  中山 竜司＊２ 

感染症・疾病対策推進課 菊地 友恵＊２ 

（＊２＝元 衛生福祉大学校） 

 

１ 背景・目的 

日本の発達障害の実態把握は不十分であるが、

未診断例も含めた発達障害の支援ニーズが小学 1

年生で 10％程度存在すると指摘されている。１） 

県西健康福祉センター（以下、「当センター」とい

う）では、市の乳幼児健診や保護者、保育施設等か

らの相談を契機として、発育・発達の遅れが疑われた

児に対し、乳幼児二次健康診査（以下、「二次健診」

という）を実施している。二次健診では対象児の状況

や必要性に応じて心理相談・言語相談・小児科診察

を行い、医療や療育等専門支援の必要性の評価お

よび保護者への助言指導を行っている。 

一方で、これまで二次健診を受診した児の課題や

受診結果、受診後のフォロー状況については、個別

には把握されているものの、体系的に整理されたデ

ータが少なく、その実態は十分に明らかにされていな

かった。 

そこで本調査では、当センターの二次健診を受診

した児を対象に、来所経路、対象児の課題、保護者

が考える児の課題、保護者の希望や受け止め、健診

後のフォロー機関、二次健診での見立て、対象児の

課題と健診後のフォロー機関の関連について整理

し、二次健診の実態を把握することを目的とした。 

 

２ 方法 

 調査対象は、平成 28（2016）年度から令和６（2024）

年度までの９年間に、当センターの二次健診を受診

した鹿沼市在住の乳幼児 143 名とした。なお本調査

では、調査期間中の初めての受診を「初診」、初診

後、経過観察や支援の必要性があり、同児が複数回

二次健診を受診した場合の２回目以降の受診を「再

診」と定義した。 

調査項目は、①来所経路、②対象児の課題、③保

護者が考える児の課題④保護者希望や受け止め、

⑤健診後のフォロー機関、⑥二次健診での見立て⑦

対象児の課題と健診後のフォロー機関の関連とし

た。②の「対象児の課題」とは、市の乳幼児健診や保

護者からの聞き取りを踏まえ、市保健師が客観的に

評価した発達上の課題点であり、「言葉」、「精神発

達」、「行動面」、「運動発達」、「身体発育」の５項目

に分類した。なお、一人が複数の課題を有する場合

は延べ数として計上した。③④は、二次健診受診

前、受診時に保護者が訴えた児の課題、及び保護

者の受け止め等について、健診記録に記載された内

容を基に分析した。なお、一人が複数の課題を有す

る場合は延べ数として計上した。 

情報は健診記録から抽出し、記述的に分析した。 

なお、本研究は自治医科大学医学系倫理審査委

員会（臨大 25-191）の承認を受けて実施した。 

 

３ 結果 

① 来所経路 

初診児は 143 名、再診児は延べ 49 名であった。

初診児では３歳児健診からの受診が 43 名、１歳６か

月児健診からの受診が 40 名と、それぞれ 30％程度

を占めた。再診児では、１回目が 36 名、２回目が 10
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名であり、最大で 4 回受診している児もいた（図 1）。 

② 対象児の課題 

初診児では、「言葉」が 115 名(80.4％)、「精神発

達」が 104 名(72.7％)、「行動面」が 63 名(44％)と多

く、次いで「運動発達」が 35 名(24.4％)、「身体発育」

が 10 名(6.9％)であった(図 2-1)。再診 1 回目の児は

初診児と同様の傾向であった（図 2-2）。 

③ 保護者が考える児の課題 

初診児では、「言葉」が最も多く 86 名(60.1％)で、

「言葉が出ない」「発音の不明瞭さ」など、言語発達に

関する心配が多く挙げられていた。次いで「行動面」

が 39 名(27.3％)と多く、「切り替えの難しさ」「落ち着

きのなさ」「かんしゃく（気持ちを抑えられない）」「自傷

他害」など日常生活での行動の困難に関する訴えが

目立った。「精神面」での課題も多く 36 名(25.2％)で

あり、「こだわりが強い」「かんしゃく（理解ができな

い）」「社会性の心配」など、発達特性に関する訴えが

多かった。「運動面」は 19 名(13.3％)で「転びやす

い」「不器用さ」などが挙げられた。身体面は３名

(2.1％)であった（図 3-1）。再診 1 回目の児では、

「言葉」が 23 名(63.9％)、「精神面」が 11 名

(30.6％)、「行動面」が 9 名(25％)と、一部順位が逆

転していた(図 3-2)。 

④ 保護者の希望や受け止め 

保護者が二次健診に求めることや課題を抽出し

た。初診児では、「発達の評価や関わり方について

の助言を希望」が 61 名(42.7％)、「不安・心配が強

い」が 39 名(27.3％)、「課題の受容が難しい」16 名

(11.2％)、「養育環境の課題」が 15 名(10.5％)、把握

不可が 12 名(8.4％)であった。一方再診１回目の児

では、「保護者の不安・心配が強い」が 14 名

(38.9％)、「養育環境の課題」６名(16.7％)、「保護者

の受容の課題」が６名(16.7％)であり、それぞれ初診

児よりも高い傾向であった。保護者の不安や受容に

対する継続的な関わりの必要性が示唆された(図 4)。 

⑤ 健診後のフォロー機関 

初診児では市保健師フォローが 77 名(53.8％)と最

多で、次いで医療が 43 名(30.1％)、療育 23 名

(16.1％)であった。再診 1 回目の児では療育が 11

名(30.6％)、医療が９名(25％)と、初診児に比べ療育

につながる割合が高かった。また、受診年齢が高くな

るほど、医療や療育など専門機関へ紹介される割合

が高い傾向がみられた。 
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(n=36,複数回答)
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初回 再診1回目 再診２回目 再診３回目

8.3

16.7

16.7

38.9

25

8.4

10.5

11.2

27.3

42.7

把握不可

養育環境の課題

保護者が課題の受容が難しい

不安・心配が強い

発達の評価や関わり方についての…
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⑥ 二次健診での見立て 

初診児では 85 名(59.4％)に見立てあり。内訳は

ASD が 19 名(13.3％)、言語発達遅滞が 17 名

(11.9％)、構音障害が 16 名(11.2％)、精神発達遅滞

が 13 名(9.1％)であった(図 6-1)。一方、再診 1 回目

の児では 27 名(75％)に見立てがあり、精神発達遅

滞が最多で９名(25％)、ASD、言語発達遅滞がそれ

ぞれ６名(16.7％)であった(図 6-2)。 

⑦ 対象児の課題と健診後のフォロー機関の関連 

課題の種類、数、組み合わせそれぞれと、健診後

のフォロー機関についてカイニ乗検定を行ったが、

有意な差は見られなかった。 

 (表１)来所経路と転帰 

 

４ 考察 

 二次健診の対象児の多くが、「言葉」「精神発達」

「行動面」のいずれかもしくは、複数の課題を感じて

いた。実際に二次健診の対象児の６割以上に、何ら

かの見立てがあった。内訳としては ASD が最多で、

初診児では言語発達の障害、再診児では精神発達

遅滞が多かった。 

対象児のうち、約５割の児が医療や療育等の専門

機関に紹介となっており、年齢が高いほど紹介となる

割合が高くなっていた(表１)。これは成長とともに発達

特性が明確化し、集団生活や日常生活上の困難が

顕在化することで、保護者が支援の必要性を受容し

やすくなることが関連していると考えられた。一方で

再診を繰り返す児も存在し、保護者が支援の必要性

を理解・受容するまでに時間を要するケースも少なく

ないことが示唆された。 

また、対象児の課題と健診後のフォロー機関に関

連はなかったことから二次健診における支援方針

は、課題の内容や数のみでなく、年齢、発達経過、

家庭状況及び保護者の受容状況などを含めた多角

的な視点で判断されていると考えられた。二次健診

は画一的な判定の場ではなく、個別性を重視した見

立てと支援調整の場であることが考えられる。 

保護者は再診児では特に、不安や心配を抱え、児

の課題に対する受容に時間を要していた。児だけで

なく保護者も支援対象であり、課題の理解・受容に向

けた支援が必要であることが示唆された。 

本調査により、二次健診の実態を客観的データと

して明らかにすることができた。今後も、本結果を踏

まえ、二次健診の準備体制や従事者のスキル向上を

図り、健診の質を向上させるとともに、支援を必要と

する児や保護者に対して保健師等が継続的に関わ

れる体制を充実させていくことが望まれる。 

 

５ 参考文献 

１． 関正樹，本田秀夫，山下洋，内山登紀夫： 小規

模市の地域特性に即した発達支援システムのあ

り方―まとめと提言―．厚生労働科学研究費補

助金障害者対策総合研究事業：発達障害児とそ

の家族に対 する地域特性に応じた継続的な支

援の実施と評価－平成 25～27 年度総合研究報

告書（H25－身体・知的－一般－008），212-218，

2016. 
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一次健診・市保健師 医療機関 療育機関

乳児健診 ３人 33.3% ６人 66.7% ９人 100%

１歳６か月児健診 15人 37.5% 25人 62.5% 40人 100%

３歳児健診 20人 46.5% 23人 53.5% 43人 100%

５歳児健診 16人 66.7% ８人 33.3% 24人 100%

専門機関
（医療・療育等）

市フォロー 合計
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保健学科卒業生（卒後 1～5 年目）の就業継続意思及び保健師として業務上必要な能力の

認識について 

栃木県立衛生福祉大学校 ○梅山典子 大田原真妃 井上芽衣 宮古真奈美 金子敬子 永井伴幸 

栃木県保健福祉部感染症・疾病対策課 菊地友恵    栃木県県西健康福祉センター 中村剛史 

自治医科大学 青山泰子 関山友子    宇都宮市保健所 中村好一 

目的 

栃木県立衛生福祉大学校（以下、本校）で

は、保健師を養成する専修学校として、卒業生

の就業状況等の評価を通して教育成果を検証

し、教育活動の質の向上につなげることが求め

られている。本調査では卒後 1～5年目の卒業生

の就業継続状況の把握とともに、「保健師として

業務上必要な能力」（以下、能力という）の習得

に係る卒業生の認識の把握を目的とした。 

方法 

１調査対象：令和 3 年 3月から令和 7年 3 月に

本校保健学科を卒業した 140 名 

２調査期間：令和 7 年 8月 14 日～10 月 11 日 

３協力依頼：卒業時に卒業生から申告のあった

連絡方法（郵送あるいは電子メール）で依頼し

た。８月 31 日に郵送での督促を１回実施した。 

４調査方法： web による質問紙調査とした。協

力依頼文とともに Microsoft Forms で作成した

質問紙の URL を送付し、調査協力に同意を得ら

れた卒業生から無記名による回答を得た。 

５調査項目：今後の就業継続意思（項目 11）、卒

業前の能力習得（項目 12）、就業先での習得機会

（項目 13）、就業先での能力習得（項目 14）に

ついて調査した（表１）。 

６分析方法：卒業前の能力習得、就業先での習

得機会および就業先での能力習得について、卒

後 1～3 年目と卒後 4～5年目の 2 群間で各項目

を比較した。能力習得は「十分習得できた」ま

たは「まあまあ習得できた」と回答した者の割

合を Fisher の正確確率検定により比較した。統

計解析には IBM SPSS Statistics 30.0 を使用

し、有意水準は 0.05 とした。また、卒業前に習

得したかったことについては、KJ法を用いて質

的に内容分析を行った。 

７倫理的配慮：本調査は学校評価の一環として

実施すること、回答の有無により不利益を受け

ないことを伝え、同意した者から回答を得た。 

 

結果 

調査協力者は 88 人（協力率 63％）であった。 

〈保健師就業状況〉調査時点での保健師就業者

は 74名（調査協力者の 84％）であった。 

〈今後の就業継続意思〉保健師就業者で今後の

就業継続の意向が「ある」と回答したのは 68％

であった（表 2）。 

 

〈卒業前の能力習得〉いずれの項目も群間で有

意差はなかった（表 3）。 

〈就業先での習得機会〉「人材育成能力」「施策

形成・政策提言能力」で、卒後 4〜5 年目で機会

「あり」との回答が有意に多かった（表 4）。 

〈就業先での能力習得〉いずれの項目も群間で

有意差はなかった。 

〈卒業前に習得したかったこと〉自由記載内容

から 3カテゴリーと 17のサブカテゴリーが抽出

された（表 5）。 

表1 調査項目
項目番号 調査項目

同意確認 1 回答者の同意の有無
基本特性① 2 保健学科の卒業時期（年月）

3～7 就業状況（保健師、看護師、他）
8 卒業時の就職先での就業を継続しているか
9 卒業時の就職先を退職した時期
10 卒業時の就職先を退職した理由
11 現在の就業を今後も継続する意思があるか
12 保健学科卒業までに習得できたか
13 これまでの就業先で習得する機会はあったか
14 これまでの就業先で習得できたか
15 保健学科卒業前にもっと習得したかったこと
16 保健学科卒業前に習得してよかったこと
17 回答者の性別
18 回答者の年齢

基本特性②

保健師として
業務上必要な
能力

就業
継続状況

表2 今後の就業継続意思
うち保健師就業

回答項目
ある 58 ( 66% ) 50 ( 68% ) 
ない 8 ( 9% ) 3 ( 4% ) 
わからない 22 ( 25% ) 21 ( 28% ) 

 N＝88  N＝74
全体
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考察 

保健師就業者の 68％で今後の就業継続の意思

があるとの回答は、全国調査 1）の 60％を上回っ

た。なお、全国調査 1）は卒後 5年目以上の者も

対象としており、比較には留意が必要である。 

卒業前の能力習得、就業後の能力習得につい

て、各項目について卒業年度による明らかな差

はなかった。就業先での能力習得の機会につい

て「人材育成能力」「施策形成・政策提言能力」

の習得機会「あり」との回答が卒後 4～5 年目で

多かった背景としては、保健師として実務を担

うなかで役割拡大を通して能力向上の機会が増

えていることが考えられる。全国調査 1）におい

ては「人材育成能力」「施策形成・政策提言能

力」ともに実務の機会を得にくいことが課題と

されているが、卒後 4～5年目で「習得機会あ

り」と回答した者が過半数を占めたことは本調

査の特徴的な結果と考えられた。 

卒業前に習得したかったこととして、保健師

活動に関する内容のほか、行政実務の習得や教

育プロセスに関する内容があり、本校における

保健師基礎教育の課題が示唆された。 

課題 

協力を得られなかった卒業生の実態把握が課

題である。就業先の組織規模、就業形態、業務

内容、入学前の社会人経験等の影響も考慮の余

地がある。 

結論 

本調査における卒後 5 年目までの保健師就業

率は 84％で、就業継続意思がある者が多く、概

ね業務遂行に支障のない程度の能力習得を認識

していた。卒後 4～5 年目では、人材育成及び施

策形成・政策提言能力の習得機会について、よ

り多く得られていると認識されていた。 

本調査を通して、本校の教育の改善視点が複

数示唆された。 

文献 

1）日本看護協会（2023）：令和 4 年度厚生労

働省先駆的保健活動交流推進事業 保健師

の活動基盤に関する基礎調査報告書 

表3 保健学科卒業までに習得できたか
卒後1～3年目 卒後4～5年目

「十分習得できた」「まあまあ習得できた」と
回答した者

１．情報収集・調査研究能力 46 ( 94% ) 23 ( 92% ) 
２．地域アセスメント能力 44 ( 90% ) 21 ( 84% ) 
３．組織（職場）アセスメント能力 32 ( 65% ) 17 ( 68% ) 
４．企画立案能力 36 ( 73% ) 20 ( 80% ) 
５．保健事業企画運営能力 30 ( 61% ) 15 ( 60% ) 
６．個人・家族支援能力 48 ( 98% ) 22 ( 88% ) 
７．地域・集団支援能力 41 ( 84% ) 19 ( 76% ) 
８．健康危機管理能力 35 ( 71% ) 16 ( 64% ) 
９．連携・調整・社会資源開発能力 34 ( 69% ) 18 ( 72% ) 
10．事業評価能力 35 ( 71% ) 19 ( 76% ) 
11．人材育成能力 16 ( 33% ) 11 ( 44% ) 
12．施策形成・政策提言能力 22 ( 45% ) 13 ( 52% ) 
13．マネジメント能力 29 ( 59% ) 16 ( 64% ) 

 N＝49  N＝25

表4 これまでの就業先で習得する機会はあったか
卒後1～3年目 卒後4～5年目

「あった」と回答した者
１．情報収集・調査研究能力 41 ( 84% ) 23 ( 92% ) 
２．地域アセスメント能力 37 ( 76% ) 19 ( 76% ) 
３．組織（職場）アセスメント能力 29 ( 59% ) 16 ( 64% ) 
４．企画立案能力 32 ( 65% ) 22 ( 88% ) 
５．保健事業企画運営能力 31 ( 63% ) 20 ( 80% ) 
６．個人・家族支援能力 46 ( 94% ) 22 ( 88% ) 
７．地域・集団支援能力 40 ( 82% ) 20 ( 80% ) 
８．健康危機管理能力 33 ( 67% ) 22 ( 88% ) 
９．連携・調整・社会資源開発能力 37 ( 76% ) 21 ( 84% ) 
10．事業評価能力 32 ( 65% ) 19 ( 76% ) 
11．人材育成能力 17 ( 35% ) 16 ( 64% ) *
12．施策形成・政策提言能力 11 ( 22% ) 13 ( 52% ) *
13．マネジメント能力 23 ( 47% ) 15 ( 60% ) 
＊p<0.05

 N＝49  N＝25

表5  卒業前に習得したかったこと（自由記載）
カテゴリー サブカテゴリー コード（意味単位）

Excel・Wordを学びたい
MOSテキストを使いたい

データ分析 統計・疫学をもっと理解したい
公文書作成
敬語・メール作成
効率的な報告の仕方
電話対応の練習
傾聴・カウンセリング

対人支援 対象者との関わり方を学びたい
連携スキル 関係機関との連携方法
事業運営理解 事業の調整過程を知りたい

ケースワークの具体例
個別ケースの支援方法
発達障害の評価
発達障害児と家族支援
乳幼児の発達の見方

母子保健 新生児訪問
成人保健 成人保健の指導

地域課題の捉え方
栃木県ならではの支援

実習の量 実習の量を増やしたい
実習の質 実習の振り返りを深めたい

授業の意図がわかりにくい
現役保健師から学びたい

教育評価 在学中の学びは十分
情緒的つながり 仲間との思い出

教育方法

保健師活動

教育プロセス等

行政実務

個別支援

発達支援

地域理解

PCスキル

相談支援技術

行政実務
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